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 連合総研は「就業形態の多様化の中での休憩時間に関する調査研究委員会」（主査・林大樹一

橋大学社会学部教授）を設置し、就業形態の多様化について20社の労働組合に対してヒアリング

及びアンケート調査を実施した。 

 調査研究の結果、日勤・定型勤務の場合、敢えて強調するほどの休憩時間をめぐる問題はなかっ

た。しかし、24時間稼働職場には、Ａ、Ｂ２種類の就業形態、即ち－Ａ型：仮眠時間のない交代制

勤務形態型とＢ型：仮眠時間を設定している長時間拘束型があり、Ｂ型の仮眠時間は①実働時間に

含まれない拘束時間である、②非常準備態勢をとっている時間であり十分に休めない、③睡眠時間

としては短時間である等の問題があった。就業形態が多様化する中、長時間拘束型職場での休憩時

間や仮眠時間のあり方について労使双方の取り組みが、今後一層求められると推定される。 
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